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はじめに 

 

 これまで日本が政府開発援助として行

ってきた科学教育協力の事例には、たと

えばフィリピン大学理数科教師訓練セン

ターUP-ISMED-STTC における理数科教師    

人材開発プロジェクト（SMEMEP,1994- 

1999）がある。このプロジェクトについ

ては、すでに最終報告書もまとめられて

いる。 

 これに続いてインドネシア、カンボジ

アなどアジア地域で、また南アフリカ、

ケニヤ、ガーナなどアフリカ地域で取り

組まれている理数科教育のプロジェクト

技術協力では、SMEMDP が少なくない影響

を与えていると思われる。その一つは、

理数科教育協力の大きな方向として実

験・観察活動の導入－プラクティカル・

ワーク・アプローチ（PWA）を取ることが

議論され検討される傾向があるこ

表１．これまでの教育協力と現在の主要な取り組み 

――主として国際協力事業団 JICA の協力事業から（計画予定を含む）―― 

 

 年代 

要点 

 

1970 年代～ 

 

1994 年～1999 年 

 

1998 年～ 

 

 

Ａ・ 

主 な 協 力

活動 

    

 

 

(1).理科等教育協

力事業の開始 

 

(2).1993 年 3 月,ﾌｲ

ﾘﾋﾟﾝ大学に理数

科教師訓練ｾﾝﾀｰ

STTC 完成 

 

 

 

(1).ﾌｨﾘﾋﾟﾝ理数科教

師訓練ﾌﾟ ﾛ ｼ ﾞ ｪ ｸ ﾄ

SMEMDP 

 

(2).同・ﾊﾟｯｹｰｼﾞ協力

事業 

 

 

1998 年 7 月，ｹﾆﾔ理数科教育ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開始 

1998 年 10 月，ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ理数科教育ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開始 

1999 年４月，ｶﾞｰﾅ教育ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開始 

1999 年 7 月，ﾌｨﾘﾋﾟﾝ理数科教育・地域展開に個別専門家 3名

派遣 

1999 年８月，南ｱﾌﾘｶ理数科教育ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開始 

1999 年 8 月，ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ理数科の無償援助による理数科実験棟建

設開始 

2000 年３月，ﾀﾝｻﾞﾆｱへの理数科専門家個別派遣 

2000 年 8 月，ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ理数科教育ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開始 
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Ｂ・ 

特色と 

参考事項  

 

 

 

 

 

(1)．視聴覚教育の

専門家派遣 

 

(2)．ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ教育専

門家派遣など 

 

 

(1).初の理数科に特

化したﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ技

術協力 

 

(2).ﾊﾟｯｹｰｼﾞ協力との

組み合わせ 

 

 

(1)．各ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは，日本国内に大学間ｺﾝｿｰｼｱﾑを組織して支

援体制を配慮している。 

(2)．各ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄによって，主要目標などに違いがある。 

(3)．各ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを教育研究の立場から横断的に検討する仕

組みは，必ずしも確立していない。 

 

 

Ｃ・ 

基本的な 

発想 

 

 

専門家個人の経験

と蓄積を技術移転

する 

 

 

日本の理数科教育の

事例を導入する 

 

 

(1)．ともに協力しながら，新しい時代の科学技術協力に取

り組む。 

(2)．リンケージと協力（ｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝ）が大切になる。 

 

（注）ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの開始年月などは，現時点で筆者の知る限りのものであり，必ずしも公式の情報によるも

のではない。 

とである。 

 PWA は、日本の戦後の理科教育が最も

重要視してきたものであり、その経験や

蓄積は大きく、いわば得意な方向である

とされる。本稿では、わが国の学校教育

の一環として取り組まれてきている理科

教育、そして算数・数学教育、さらには

基礎的な技術教育を含めて「科学教育」

と呼ぶことにしたい。ここでいうわが国

の科学教育は、戦後の廃墟から経済成長

と工業化社会を実現してきた主要な要因

の一つとも考えられる。このため、前述

の PWA は、相手側機関や関係者から強い

要請のある考え方となっている。この要

請に真摯に対応することは当然である。 

 しかし PWA を重視する方針は、本稿で

検討するように、これからの科学教育協

力に本当に役立つのか、効果を発揮する

のか、という観点から検討しなおしてみ

る必要がある。とくにアフリカ地域にお

ける理科教育協力を進めようとするとき、

日本とは自然環境、社会文化、あるいは

歴史的な背景にはきわだった違いがある。

それだけに単純に PWA の行き方をとるこ

とには、慎重な再点検が重要であるので

はないかと考える。 

 これからの政府開発援助 ODA による科

学教育協力を構想するとき、たんに一国

のものではなく地球レベルでの科学教育

を背景にしていることが必要になる。こ

の立場から、日本の経験を伝達するとい

う、これまでの行き方も根本的に見直さ

ねばならない。もちろん、このような考

え方に立つとき大きな困難な課題を背負

うことになる。しかし、そのためにこそ

国際協力をしていくという広い立場を明

確にしなければならない。そうでない限

り日本国内側からも、また相手側からも

協力活動に対する尊敬や感謝は得られな

いのではないだろうか。 
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 これらを検討することによって、アフ

リカ地域での科学教育すなわち理数科教

育への協力の可能性や展望がひらけるの

ではないかと考えている。 

１．プラクティカル・ワーク・アプロ

ーチ（PWA） 

 

 科学教育では、できるだけ多様な実験

観察を経験する。これは、当然のことで

ある。実験観察を通じて、自然事象を理

解し認識する。ここに科学教育の原点が

ある。これは科学教育にたずさわる専門

家だけではなく、ひろく一般にも行きわ

たっている基本的な考え方である。科学

教育の国際協力活動でもプラクティカ

ル・ワーク・アプローチ PWA として、こ

の考え方が基本になるのは言うまでもな

い。 

 このため途上国の多くが日本の協力を

得ることができる機会に、実験観察を導

入したいという強い要望を持つことも当

然のことである。こうして日本側も相手

側も比較的単純にプラクティカル・ワー

ク・アプローチ PWA を取る傾向がある。

表１に示すように、1970 年代に開始され

た「理科等教育協力事業」は 1990 年後半

に様相を変えて、極めて活発な取り組み

がされるようになっている。１９９９フ

ィリピンのプロジェクト SMEMDP が終了

するのと前後して、アジアではインドネ

シアやカンボジア、アフリカではケニヤ、

南アフリカ、ガーナなど理数科教育の協

力プロジェクトが進捗している。当然な

がら基本コンセプトは異なるだろうが、

それぞれに PWA の考え方が前提の一つに

なっているのではないだろうか、と思わ

れる。 

 しかし適切な PWA を実現していくには、

現実には表 2 に整理するように、極めて

多くの問題がある。それらの問題の解決

が思うにまかせないで苦労している間に、

時間は経過して協力活動期間が終了する

ということになりかねない。フィリピン

で経験してきた経過を振り返ってみると

き、改めて PWA をめぐる問題点や課題を

しなければならない。
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表２．プラクティカル・ワーク・アプローチ（PWA）の特色 

Ａ  長 所 Ｂ  問題点および課題 

 

 

１． 実験・観察をつうじて直接的に自然事象

を経験する。 

 

 

 

 

２． 実験・観察をつうじて対象物，実験材料，

器具・装置などが操作できるようにな

る。 

 

 

 

 

３． これらを通じて，自然事象の理解と認識

が深まる。 

 

 

 

 

４． 科学への興味関心を高めることができ

る。 

 

 

 

１．多種多様な実験・観察器具，装置を用意

する必要がある。 

  これには，多大の経費が必要になる。 

 

２．安定して消耗品，薬品などの供給が必要

になる。 

 

３．あからじめ教師側・指導者側が，それら

の器具，装置の使い方に習熟しているこ

とが前提になる。 

  これには，膨大な時間が必要になる。 

 

４．学習者が確実な実験観察作業を経験する

には，そのための時間的な余裕が配慮され

ていることが前提になる。 

十分な基礎的・基本的な学習活動を経験

していることが必要になる。 

 

５． 数多くの実験・観察活動の中から，適切

なテーマを選択しなければならない。 

 

６．学習者が，自然事象を理解し認識する段

階までに，多大の前提条件，財源，時間，

労力を必要とする。 

 

 

 

２． 基本方針の策定に関わる事態 

 

 筆者は本稿で検討するように、改めて

PWA を検討しなおすことが、海外での理

数科教育の協力のあり方に新しい示唆を

もたらすのではないかと考える。 

 まず、その理由を述べたい。 

 一般に、協力活動が構想され計画され

る段階では、協力活動の実施段階に関与

することになる実務者レベルの考え方は

十分に反映されないことが想定される。

政府高官たちの政治的な思惑で基本方針
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が決められる傾向がある。自国の財源だ

けでは実現の困難な緊急の課題を援助協

力の獲得によって、それを有力なテコに

して改善していく、というのは当然のこ

とである。 

 筆者の1991年から1年間滞在していた

インドネシア教育文化省・高等教育総局

でも、そうした事態を見聞したものだっ

た。また、しだいに改善されてきている

とは言え、日本側から派遣される調査団

も現地での調査期間が短く、中長期的な

展望を十二分に協議することができない

場合が少なくない。派遣される調査団員

が、その後の現地での協力活動に深く関

わっていくことが必ずしも決まっている

わけではない。その短い期間での集中し

た取り組みの努力は敬服にあたいするも

のの、その場限りの検討や配慮にとどま

ることになりやすいと思われる。 

 つぎの段階に進んで、協力活動の取り

組みが始まると、現地側と日本側関係者

が共通のよりどころとするのは R/D で交

わされた基本方針である。プラクティカ

ル・ワーク・アプローチ PWA のように極

めて具体的で分かりやすい指針は、いっ

たんそれが旗印になると、なにが何でも

PWA という行き方になる。現実の協力活

動の１場面１場面で、まるで日常の挨拶

のように「PWA」と言われる。そして、そ

れが旗印の一つとして口から口に伝わっ

ていく間に、極めて安直で底の浅い相互

理解になりやすい。 

 何が PWA か、という定義づけや、その

実現にむけたプロセスを慎重に検討する

などの時間的、精神的な余裕を持つこと

ができなくなってしまう。構想や計画の

段階で、相互が内蔵している多少の認識

の違い、目に見えない考え方の違い、こ

れが協力活動の現場では次第に大きな思

惑や考え方の違いとなってくる。これは

フィリピンのプロジェクトに多少の関わ

りを持ってきた筆者の反省でもある。 

このような事態が発生する原因として、

第１に相手側からの要請主義を旗印にし

てきたことがある。第２は、相手側と日

本側が協力活動の具体案を策定するため

の相互についての十分な情報・資料、時

間的な余裕を持たないこと、などがあげ

られる。このため、双方では俗な言い方

をすれば、腹の探り合いという事態をま

ねく。そして、安直な合言葉で合意に到

達してしまうということになりかねない。 

 このような事態を回避する方策を検討

しなければならない。後に述べるように、

その一つの方策として、筆者は日本側が

協力できる内容を具体的に、かつコンパ

クトにまとめ、その具体案の背景にある

考え方を相手側に開示し、率直に提案し

打診することであると考えている。 

 

３． PWA は格差や遅れを拡大する、そ

の可能性はないか 

 

 ところで科学教育のプラクティカル・

ワーク・アプローチ PWA の行き方に、ど

のような問題点が含まれるか、表２に整

理したとおりである。適切な PWA を普及

促進するには、この表２に列挙したよう

に、多大の困難がある。そして、それら

を総合して考えると PWA の導入には、科

学教育の協力活動に決定的な問題が含ま

れている。安直に PWA を志向することは、
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途上国の科学教育に遅れや格差があると

き、それを拡大してしまう可能性が大き

いかも知れないという危惧である。 

 適切な PWA の導入と普及には、多大の

時間、労力、財源を費やさねばならない。

そのため、仮に世界レベルと 10 年の遅れ

があるとすれば、いくら懸命の協力活動

を展開したとしても、その遅れを縮める

ことはおろか、協力活動の期間の激しい

世界の変化や動向からは取り残され、遅

れを拡大してしまう懸念がある。単純素

朴でわかりやすい PWA 志向を合言葉にし

ていても、そこには深刻な問題が含まれ

るかも知れないことを認識しておかねば

ならない。 

 

４．協力活動内容の限定化、焦点化 

 

 では、これからの科学教育における協

力活動の基本的な方針として、どのよう

な考え方ができるのか。 

 筆者は先進国か途上国かを離れて、と

もに協力して今後の科学教育のあり方を

双方が共同開発、共同研究するという立

場を取ることを強く提唱したい。言い換

えれば、よく言われるように地球レベル

で科学教育をとらえるのである。もちろ

ん、だからと言って大風呂敷をひろげ、

相手国の科学教育カリキュラムを全面的

に改定しようなどというものではない。 

 日本側からの協力活動が計画される段

階では、とかく相手側は大きな構想を描

きがちである。多くの場合、相手国にと

っては、その財源のスケールが大きいた

めに、ややもすれば過大な期待が持たれ

てしまう。フィリピンの理数科教育プロ

ジェクト（1994 年～99 年）の開始段階で

も、計画段階の議論に参加した関係者の

多くは、まるで科学のエンサイクロペデ

ィアを広げるような構想に固執していた

ものである。 

 日本側が、プロジェクト技術協力によ

る科学教育の協力活動を展開すると言っ

ても、期間はせいぜい５年間である。こ

れに投入できる専門家、機材、財源、そ

してプログラムは限定されている。むし

ろ、これらの日本側からのインプットに

はさまざまな障害や困難を伴うことを考

慮すれば、限定的で焦点化した取り組み

にならざるを得ない。これはプロジェク

ト技術協力の終了したのち、現地側で持

続的な取り組みが行われるためにも、必

要なことである。 

 アジア地域での取り組みに比べるとア

フリカ地域では、格段と困難が大きいは

ずである。たとえばプロジェクト・サイ

トへのアクセスが遠く、機材の運送デリ

バリーや人材の派遣でも大きなハンディ

がある。文化的、歴史的にも日本には馴

染みが少ないこと、社会基盤の立ち遅れ

や医療保健状況にも大きな差がある。そ

れだけに、各プロジェクトの取り組みに

は大変な苦労があるに違いない。そのた

めには、相互の慎重な検討を前提とした

協力活動内容の限定化と焦点化が決め手

になるのではないだろうか。 

 相互の慎重な討議の一つは、既に長く

継続してきているはずの科学教育の取り

組みや経過、そして仕組みについて検討

することである。たとえ深刻な課題を抱

えているにしても、ながくなじんできて

いる枠組みも出来上がっている。教員養
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成にしても、学校教育の実施にしても、

多大の人材と組織で構成され運営されて

いる。それらを無視できないの言うまで

もない。むしろ、それらの既存の枠組み

や方式を尊重しながら、果たして何がで

きるのか、何が必要なのか、何をするの

が妥当なのか、徹底的な検討をしなけれ

ばならない。 

 しかし、この基本的な検討が十分にで

きないまま協力活動が開始されると、ま

たしても双方の勘違いや思惑の違いがし

だいに大きくなってくる可能性がある。 

 

５．必要な提案できる具体案の構想と

策定 

 

 以上述べてきた事柄を総合するとき、

これからの科学教育の協力活動には、計

画段階の早い時期から日本側ができる具

体的な協力内容を提示することである。 

 すなわち日本が科学教育で協力できる

のは、「具体的には、たとえばこのプログ

ラムである」いう案を提示する。一定の

基本的な考え方に裏打ちされた提示案を

計画段階で、相互に検討するのである。

もちろん、このような提案をするには、

あらかじめ日本側で科学教育や国際協力

の専門家などで組織する研究活動や検討

作業が必要になる。それも安定的に継続

して取り組まれるような組織や機構を持

っていることが前提になる。 

 これまで多数の関係者の真剣な努力や

現地での取り組みには敬意を惜しまない

が、従来は、そのような安定的な組織や

機関を持たないで協力活動がおこなわれ

てきたのである。文部科学省や国際協力

事業団はじめ、日本科学教育学会などの

関係学会、広島大学教育開発国際協力研

究センターなどの関連機関は、すでにこ

の点に配慮した構想の検討が行われてい

るものと思われる。そのうち日本科学教

育学会は、日本学術会議に働きかけて

同・会議第４部・科学教育研究連絡委員

会（坂元 昴委員長）による検討が開始

されている。たとえば同・会議 50 周年記

念シンポジウム「科学技術教育の国際協

力ネットワークの構築」（1999 年 12 月開

催）などの具体的な取り組みが行われて

いることなどには注目したい。 

 当然ながら、提案できる具体案が準備

できるとしても、けっして相手側に強制

したり押しつけるものではない。日本側

が積極的に取り組むことができる具体案

を例示するにすぎない。これには、むし

ろ相手国の意向や考え方を十分に受け入

れる柔軟性が必要なのは言うまでもない。 

 

６．提案できる構想案の策定に向けて 

 

 では具体的には、たとえばどのような

提案ができるのか。 

 筆者は、あらかじめ日本側で準備し提

案すべき具体案の一つとして、「教員養成

課程における新科目の開設」や「教育・

学習モジュール」を想定しているが、そ

れを述べる前にいくかの前提となる考え

方を整理しておきたい。それは、以下に

列挙のような事柄である。 

１． 対象を教師教育とする。これには

「現職教育」と「教員養成」が対象

になる。 

高等教育機関の教員養成課程、教育
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省の教員研修機関などでの実施を想

定する。 

２． 協力内容は学校教育向けとして「初

中等教育」、すなわち小学校・中学校

段階が主たる対象になる。 

３． 考え方の基本は、「地球規模で考え

たとき、これからの新しい科学教育

の行き方を相互で協力してつくり上

げる」ということである。 

現地側が抱える科学教育の深刻な問

題を解決するという考え方は、十分

に配慮するが、それだけに固執し過

ぎないで、ある程度の距離をおくこ

とになる。この点については、現地

側と十分な検討や討議が前提になる。 

４． 現地側で根づいている科学教育の

実情や状況の改善には、多大の時間、

労力・マンパワー、財源が必要にな

る。 

  すでに出来上がっている強固な枠組

みは、数名の日本人専門家が現地に入り

込んで、いかに活躍しても、そう簡単に

は変えることは困難である。これは、少

し考えれば誰にでも明白なことである。 

 以上の点から、「現地事情への全面的な

傾倒型アプローチ」を取る限り、さきに

PWA について検討したように遅れや格差

を拡大することになりかねないことを相

互で検討すべきである。いったん現地事

情傾倒型アプローチを離れて、新しい時

代の科学教育のモデルを相互の協力活動

によって創造するというアプローチを提

案する。 

 以下、筆者が提案できる構想の一つを

少し詳しく述べて、参考に供し、批判を

得たいと考える。 

 

 

 

７．なぜ現職教育は、効果が期待でき

ないか 

 

 教育協力活動が現職教育も対象にでき

る余裕があれば、それも対象にしたい。

しかし、もし現職教育か、教員養成か２

つの対象の一つを選択しなければならな

いとき、筆者は教員養成を選びたい。 

 現職教育が優先される場合、教育協力

で取り組む研修や訓練対象になる現職の

教師にインプットした内容が、ただちに

教育現場に効果を発揮するものと思われ

る傾向がある。確かに、そうなのだが、

それにはいくつかの前提がある。 

 その第１は、現職教師を対象にした教

育プログラムで使用する教材や教具、印

刷教材のハンドアウトなどを参加者全員

に配布することが条件になる。それもプ

ログラムに参加する現職教師が、自分の

所属する学校や地域にもどったとき、最

低限度でも１学級の学習者を対象にして、

教育実践できるだけの分量を持たせなけ

ればならない。そうでなくては、たんに

中央研修に参加しただけになる。 

 その第２は、研修プログラムに参加し

て修了書を手渡すことが多いが、これで

は参加する教師へのインセンティブには

ならない。資質向上させたいと思ってい

る現職教師の多くは、上位資格を得るこ

とが最も強いインセンティブになる。す

なわち、まだ学士課程を終えていないな

ら学士課程を、学士課程を終えているな

ら修士号課程を修了したいのである。そ
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うでなくては給料ランクが変わらないし、

昇任も実現しない。給料ランクが上がら

ず、昇任にも効果のない教育研修は、多

くのプログラム参加教師にとっては息抜

きや物見遊山に終わりやすい。 

 したがって、プログラム参加教師が参

加した研修プログラムで経験した実験機

材や消耗品・薬品などの十分なお土産も

持たないで、勤務地にもどるケースでは、

研修プログラムの効果波及は期待できな

い。 

 第３に、途上国の多くは教師に対する、

あるいは教職に対する社会的尊敬は低い

傾向が指摘できることである。これは、

教師の待遇が低いことに大きな原因があ

る。そして悲劇的なのは、教師の待遇が

大幅に改善できる見通しが立たない国が

多い。国の財政や経済状態は、もっばら

援助に頼らざるを得ないのである。その

ため大勢の教師の給与改善には、ほとん

ど手がつけられないのが実情である。こ

のような状況にある国では、教師たちの

多くが、できれば少しでも収入の良い他

の職業に変わりたいと思うのは当然であ

る。 

 この事情を少しでも冷静に考えれば、

残念ながら 30 才代、40 才代の教師の多

くが、新しい科学教育の考え方、知識、

技能を吸収しようという意欲と熱意に溢

れていると想定することは、あまりにも

楽天的と言わざるを得ない。 

 ひるがえって、私たち日本における現

職教育の効果や成果が高いのか、どうか。

この点について、つまびらかにするだけ

の情報や資料を持ち合わせていないが、

日本でも現職教育の難しさを考えるとき、

途上国の実情はいっそう冷静に考える必

要があることは強調できる。 

 その点、若い世代には期待したい。彼

らは、みずからの広く長い未来を持って

いる。それだけに国の実情を憂う気持ち

も持っている。教師が恵まれない給料で

あることも知っている。そのうえで、教

員養成課程に学んでいるのである。 

 これまで筆者は、たとえばマニラのフ

ィリピン教育大学ＰＮＵ、あるいはイン

ドネシアのバンドン教育大学（旧ＩＫＩ

Ｐバンドン、現インドネシア教育大学）

などで、何人もの学生たちに面談したこ

とがある。彼らの多くは、地方の現金収

入に乏しい地域から来ている。タイで名

著とされる一つであり、映画にもなった

カムマーン・コンカイ著「田舎の教師」

（1980 年、井村文化事業社刊）を持ち出

すまでもなく、彼らはみずから小学校、

中学校で教わった教師が、低収入で苦労

していることも知っている。それでも、

なお若い教師として、郷里の学校で教職

に就くことを思って教員養成課程に学ん

でいるのである。 

 現職教師を対象にするか、教員養成課

程を対象にするか、二者択一しなければ

ならないなら、筆者は若い世代により大

きな期待したいのは、このためである。 

 

８．教員養成課程における新科目「科

学教育の実験演習」開設構想 

 

 本稿で述べてきた事柄を集約すると、

これからの協力活動として、たとえば教

員養成課程で新時代の実践的な科学教育

を目指した新科目「科学教育実験演習」
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を開設し、実施することである。この新

設 科 目 、 英 語 で な ら “ Science 

Education-Experiment and Practice for 

Global Era”などと表現できると考えて

いる。この構想について、いくつかのポ

イントを列挙してみたい。 

 

８－１．この構想の概要 

 筆者が、想定している構想の概要は、

つぎのとおりである。 

(1).教員養成過程に学ぶ学生向けに、新

科目「科学教育実験演習」（仮称）と

して２単位科目を計画し、実施し、

評価し、改善していく。 

(2).ここで２単位とは、１週間１回、標

準的には、たとえば 90 分間の時間配

分で、13 回程度を実施する想定であ

る。これに加えて学生個人またはグ

ループ研究活動として、２回程度を

計画する。 

(3).うえの標準的な時間配分のほかに、

学生個人またはグループの自主的な

研究活動を促進させる。 

(4).１年間のうち、たとえば前期を実施

準備作業期間とする。後期に試行・

実施する。次年度の前期を評価・修

正作業期間として、後期に修正版の

実施をする、というサイクルで行う。 

(5).この科目は、日本人専門家と現地側

教師によるティーム・ティーチング

方式で実施する。 

(6).この科目の実施に必要な基本機材は

日本側が提供する。テキスト、実験

ノート、たとえばビデオ映像など補

助的な関連資料は、現地側で相互協

力して開発する。 

(7).学生たちの成果の発表方法、レポー

ト作成などの評価方法は、現地側で

相互協力して開発する。 

 

８－２．この構想の基本方針 

(1).扱う題材を焦点化する――時間、人

材、財源の制約をクリアする。 

(2).扱う題材の展開レベルを高める――

日本でも、世界でも通用するものを

目指す。 

(3).現地側との相互協力による題材の開

発、実施準備――この段階からの取

り組みに意義がある。いずれ現地側

だけで題材の開発、実施ができるよ

うになること。これが協力活動の目

的の一つである。 

(4).題材の設定、準備、試行、実施、評

価、モニタリング、改善という一連

の開発・実施サイクル過程は、現地

側との相互協力よる取り組みとする。 

 この提案ができるためには、事前に「教

育・学習モジュールの研究開発」に取り

組んでおく必要がある。 

 

９ 日本が直面している課題と協力活

動の関連 

 

 日本は 21 世紀を迎えて科学嫌い、科学

離れなどと言われるように科学教育の推

進に深刻な事態を生じている。このこと

と、科学教育の協力活動の相互関係につ

いてふれておきたい。 

これからは、「日本の」とか「海外での」

という地域限定的な科学教育では論じき

れないと考える。日本の科学教育を考え

ることが、すなわち海外での科学教育協
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力とリンケージする、という発想に立た

なくてはならない。その意味では、日本

が一定以上の貢献をするための方策を立

て、取り組みを開始しなければならない。

表３は、これらの日本の課題を列挙して

いる。表３に示したように国際的な関連

機関との連携も、いっそう緊密にする必

要がある。たとえば、ユネスコ、東南ア

ジア文部大臣機構などの国際機関、およ

び他国の国際援助機関との連携の可能性

や相互の関連性を視野に入れることも、

一層重要になってくると思われる。 

 

    表３．日本国内の課題 

 

１．各プロジェクト相互間の連携の可能

性と，連携の促進 

 

 

２．学会などにおける現地活動報告など

の推進 

 

 

３．現地サイトに関連する国際機関との

連携の促進 

 

 

４．国内支援体制の確立 

 研修プログラム向けの共通カリキュラ

ムなどの充実 

 

 

５．日本側が提案できる協力活動事例の

研究開発 

 

 

 

おわりに 

 

 本稿は、アフリカにおける科学教育の

協力活動を検討する視点については、紙

数の関係もあって、ほとんど触れていな

い。また筆者はアジア地域を別としてア

フリカの教育事情には明るくない。わず

かに 1998 年９月にケニヤに、1999 年６

月に南アフリカに、ごく短く滞在したこ

となどがあるだけである。アフリカの教

育協力に携わってきた専門家の方々から

は、現地事情を知らないための勝手な構

想だと、多くの批判があるかも知れない。

その点を認識しつつも、本稿が、いささ

かでも現在進行中のアフリカ地域での教

育協力活動の展開、さらには今後の進展

や継続のために検討されるならば幸いで

ある。 

 文部科学省・科学研究費による研究分

担者に加えていただいた機会に、比較的

自由な立場で、あくまでも筆者の個人的

な考え方や構想をまとめたものに過ぎな

い。各方面からのご叱正やご批判を覚悟

し、また期待している。 
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表 1．これまでの教育と現在の主要な取

り組み 

－主として国際協力事業団JICAの

協力事業から（計画予定を含む）

－ 

表 2．プラクティカル・ワーク・アプロ

ーチ（PWA）の特色 

表 3．日本国内の課題 

 


